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マハノイ事件連邦最高裁判所判決が学内生徒表現につ

いてこれまで蓄積された判例法理を維持したのか、あ

るいは何らかの修正を加えたのかを分析し、学外生徒

表現規制に関する学校裁量に対する憲法的裁量統制に

対する連邦最高裁判所の目指す方向性について考察す

る。そのうえで、日本において参考となるものがある

のかを考えたい。

生徒表現を規制する根拠

１．特別権力関係論とその脱却

　かつて日本において、生徒の「国公立学校関係＝在

学関係」を公法上の権力関係とし、それを特別権力関

係と解した３。特別権力関係論によれば、特別権力関

係下における権力の発動・行使を一種の公権力の行使

と捉え、①特別権力の行使に個別・具体的な法律の根

拠を不要とし、②特別権力関係の設定目的達成に必要

な範囲で、特別権力関係服従者（本稿では生徒）の人

権を具体的な根拠なく制限でき、③特別権力関係内部

に関する事項には司法権が及ばないとされてきた４。

　特別権力関係論に対して、現行憲法の法治主義下で

はすべての公権力の行使が法律に基づくべきであり、

権力関係に自ら入ったという個人の同意によって基本

的人権の保障の放棄を正当化することは無理があると

の反論がなされている５。

　では、現行憲法下においては法治主義が全面的に妥

はじめに

　生徒は一人の人間として人権享有主体である。表現

の自由は個人の自己実現や自己統治にとって必要不可

欠であり、成人に限らず生徒にとっても人格形成や将

来市民として権利を行使する基礎を獲得するために必

要不可欠であるといえよう。しかし、表現の自由も他

の人権と同様に無制約に保障されるわけではなく、子

どもの未成熟性に由来する制限や生徒の身分に由来す

る学校で共同生活を送ることに伴う制限を受ける。そ

うであったとしても、学校外で生徒の行った表現行為

（以下「学外生徒表現」という。）は本来生徒の両親

その他の保護者（以下「親」という。）の監護下で行

われたことであるから、それに対する学校の規制を正

当化するにはさらなる論理が必要である。

　本稿では日本における生徒の人権制限の根拠を考察

した上で、アメリカ連邦最高裁判所の学内生徒表現に

関する４つの事件（ティンカー対デモイン独立学区事

件（以下「ティンカー事件」という。）、ベセル学区対

フレイザー事件（以下「フレイザー事件」という。）、

ヘイゼルウッド学区対クールマイヤー事件（以下「ヘ

イゼルウッド事件」という。）、モース対フレデリック

事件（以下「モース事件」という。））の判決１と学外

生徒表現に関するマハノイ地域学区対B.L.事件２（以

下「マハノイ事件」という。）の５つの判決を比較して、
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学校新聞の記事、課外活動に関する愚痴、ネットいじ

めなど多様である。このように学校が生徒を教育する

際には多様な状況と多様な性格の生徒表現があり、全

ての制限を網羅的に基礎づけるのは容易ではない。

　この点について室井力教授は、「憲法、教育基本法

および学校教育法などの法令の精神に反しないかぎり

での、教育上最小必要限度の制限は、教育そのものの

内容として、必ずしも法規の根拠が要求されるもので

はない。」…「すなわち、教育上必要な命令そのもの

に内包される自由の制限は、法規に反しない限りにお

いて、契約によって授権せられているものと解すべ

きであろう12。」と述べる。この見解からすれば、憲

法及び教育基本法等の法令、さらに教育契約の内容を

実現する目的の範囲内において生徒の人権制約が認め

られ、法令の定めのない範囲及び詳細な事項において

は、学校の私的自治に由来する広範な裁量権が認めら

れていると解されることになる。

　日本の判例は公教育制度における学校の在学関係を

部分社会の法理から説明するが、これは市民社会法秩

序と在学関係における附従契約との調整を図る枠組み

を示すものと理解できる13。

　裁量権行使の正当性を個別に判断するべきだとして

も、制約原理を明らかにしなければアド・ホックな対

応となり公平性に欠ける恐れがある。そこで、生徒で

あるが故の権利の制約根拠は、学校が心身の発達に応

じた普通教育を施す場であり、心身ともに未成熟な生

徒が所定の時間学校に留まることを義務付けられてい

ることから、①本人及び他の生徒の普通教育の習得、

②他の生徒の消極的自由（たとえば、特定の思想に曝

されることを「強制」されない自由）の保護に求めら

れる14。

　こうした議論の参考にされてきたものにアメリカの

判例がある15。これらの議論の枠組みから連邦最高裁

判所の判例を整理するとともに、それが新たな事象に

どのように取り組んでいるかを見ていく。

当するべきだとしても、特別権力関係によらない生徒

の人権制約の根拠をどのように現代的に理解すべきな

のであろうか。この点について最高裁判所は、「一般

市民社会の中にあってこれとは別個に自律的な法規範

を有する特殊な部分社会における法律上の係争のごと

きは、それが一般市民法秩序と直接の関係を有しない

内部的な問題に留まる限り、その自主的、自律的な解

決に委ねるのを適当とし、裁判所の司法審査の対象に

はならない６」とし、もし対象となる場合でも「当否

については、適正な手続きを履践したか否かの観点か

ら審理判断されなければならない７」と、司法審査が

限定的なものになると説明する８。しかし、このよう

な部分社会の法理に対しては、司法審査の対象となる

かどうかや司法審査の在り方は結社のその他の団体の

目的、性格、機能、紛争の性格ないし深度等々に照ら

して個別具体的に判断されるべきであるなどの批判が

ある９。

　上記のような判例の方向に対して、「人権の制限は、

憲法で積極的に規定されているか、もしくは、少なく

とも前提とされている場合にかぎり可能である」とい

う原則に鑑みて、人権の制限根拠は、憲法が「特別の

法律関係の存在とその自律性を憲法秩序内の構成要素

として認めていること」に求められなければならな

い、という憲法秩序構成要素説が唱えられてきた10。

しかし、この学説も人権制限の抽象的な根拠を導くだ

けにとどまり、さらに具体的な比較衡量や審査基準の

展開作業が必要となることから、途中までしか論じて

いないという意味で「中二階の段階」と評される11。

　このように判例学説は、ともに従来特別権力関係と

称される諸法律関係にも法治主義を妥当させるべきで

あり、個別・具体的に法律の内容を検討して判断すべ

きとする方向を目指しているといえよう。

２．在学関係からどう説明するか？

　上記の議論を本稿の問題意識から考えると、生徒の

人権制約の根拠は在学関係の個別具体的な法律関係に

照らして検討されなければならないということにな

る。たとえば、生徒の表現といっても、授業中の私語、
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件は、ベトナム戦争反対等の意思を表明するために黒

い腕章をして登校した生徒を学校が停学としたことの

合憲性が争われた。連邦最高裁判所は、学校環境の特

性に照らして生徒に修正第１条の権利が保障されるの

であって生徒が表現の自由を「校門で放棄するとはと

ても論じ難い21」と述べて、生徒の人権享有主体性を

認めた22。さらに、学校当局には生徒の学校内の行為

を指導・管理する包括的な権限が認められるが、それ

は憲法の基本的な人権保障の条項と矛盾しない範囲で

ある（バーネット判決を引用）23。そこで、「物理的

に授業を混乱させ若しくは実質的な無秩序を伴う又は

他人の権利の侵害を伴う」生徒の言論は、憲法によっ

て保護されるわけではない24と、違憲審査基準（以下、

「又は」までの部分を「実質的混乱のテスト」、それ

以降の部分を「他人の権利侵害のテスト」、全体を「ティ

ンカー基準」と呼ぶ。２つのテストのいずれか１つで

も満たさない場合違憲となる。）を示した。結局、学

校が実質的混乱のテストを満たす証明ができなかった

ことから違憲である25、と判示された。

　第２のものは、1985年のフレイザー事件連邦最高裁

判所判決26である。この事件は、生徒会役員選挙に伴

う公式の学内集会でわいせつな演説を行った高校生に

対する停学等の合憲性が争われた。連邦最高裁判所

は、公立学校において生徒の人権が保障される範囲に

ついて、自身の政治的意見を表明する憲法上の権利

は、学校という「『異なる背景（setting）27』におい

ては大人の権利と自ずから同一の範囲ではない」。さ

らに、学校を含む州・教育委員会に授業や学校集会に

おける一定の表現の仕方を不適切として制裁する裁量

が憲法上認められる、と述べた28。この「異なる背景

（setting）」は、学校の自律的なルールが適用される

舞台や背景を意味するものと解される29。この考え方

は、自律的な内部ルールが尊重され人権の制約を認め

る点で日本で論じられている部分社会論的であるとい

えよう。

　第３のものは、1987年のヘイゼルウッド事件連邦最

高裁判所判決30である。この事件は、ジャーナリズム

授業の一環で作成した学校新聞の記事が不適切である

アメリカ連邦最高裁判所判決

１．アメリカの教育制度とティンカー事件判決までの

生徒表現に関する判決

　まず、アメリカの教育制度の特徴について触れてお

く。大きな特徴は、教育が州の主権の１つとされてい

る点である。そして、伝統的に州の管理権限が公立学

校を実際に管理・運営する地方教育委員会に委譲さ

れ、地方教育委員会がカリキュラムの決定、規則の制

定など学校運営上の日々の活動に関する決定を行って

いる。さらに、地方教育委員会は、裁量的責務（判断

を含む）を行う権限を認められている16。

　人種隔離政策に関する1954年のブラウン事件判決17

を契機に、人種による隔離の撤廃をはじめ生徒の表現

の自由、生徒の懲戒を含む教育行政などあらゆる分野

について州の教育権限に関する訴訟が連邦裁判所に提

起されるようになった。その結果、個人的権利が保障

されるとともに、教育の場における政府の権限が明確

にされてきた18。

　修正第１条について、生徒に国旗敬礼を強要するこ

との合憲性が争われたバーネット事件において連邦最

高裁判所は、州に重要で繊細かつ高度な裁量が認めら

れるものの修正第14条の適用によって州の機関から憲

法上の自由が保護されるとし、「明白かつ現在の危険」

のテストによって審査した19。また、１人１票と刻ま

れたフリーダム・ボタンの着用で生徒を懲戒したこと

の合憲性が争われたバーンサイド事件において第５巡

回控訴裁判所は、教育公務員には校則を定める広範な

裁量が認められなければならず、裁判所はその権限及

び権限の行使が合理的かを審査するのみであるとし

て、生徒のフリーダム・ボタンの着用が、「学校の運

営を物理的かつ実質的に侵害するか」の基準により審

査した20。

２．学内生徒表現に関する連邦最高裁判所判決

　以上のような流れに続いて、学内生徒表現に関する

４つの連邦最高裁判所判決が下されていった。

　まず、1968年に連邦最高裁判所がティンカー事件に

おいて初めて生徒表現に関する判決を下した。この事
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係を有する「学内の表現」といえるか（「入口の問題」

と呼ばれている。）を検討した後、表現の内容や性格、

表現の影響、表現が学校主催の表現に関する教育活動

の一部かどうかの要因を検討し、さらに、それらの要

因に応じて学内生徒表現に関する連邦最高裁判決の基

準を適用するのか、それ以外の判断をするのかを議論

している40。

４．マハノイ事件41

　以上のような状況の中で、2021年に連邦最高裁判所

がインターネット上の学外生徒表現について初めて判

断を示したのがマハノイ事件である。

　この事件は、公立高校に在籍するB.L.（生徒）が、

チアリーディング部の代表に選ばれなかったことなど

から、彼女と友人が中指を立てた画像に「ファック学

校、ファック・フットボール、フック・チア、みんな

ファック」という説明を付けて課外活動の不満を授業

のない土曜日に学校外からSNS上にアップロードし

たところ、その行為を学校から咎められて２軍チーム

への参加停止の懲戒を受けた。この懲戒が憲法に反す

るとしてB.L.と彼女の親が学区を提訴した。１審は、

ティンカー基準を適用して生徒側を勝訴とした42。こ

れに対し学区が上訴した。２審は、B.L.が学校外で表

現を行ったためティンカー基準は適用されないが、実

質的混乱を招かなかったので学校の懲戒を正当化でき

ないと説明して、１審の結論を維持した43。これに対

し学区は、「ティンカー事件判決が、学校外で行われ

る生徒表現に適用されるかどうか」の判断を求めて連

邦最高裁に裁量上告し、裁量上告が認められた44。

　ブライヤー裁判官が、原審の結論を維持するものの

判決理由を否定し、何を学外生徒表現とみなし、学内生

徒表現に関する修正第１条の基準がいかなる場合にい

かに学外のルールに譲歩しなければならないのかとい

う学外生徒表現に関する「一般的な修正第１条の準則」

を示さないという方針のもとに、次のように法廷意見

を述べた（ロバーツ最高裁判所長官、アリト裁判官、ソ

トマイヨール裁判官、ケイガン裁判官、ゴーサッチ裁判

官、カバーノー裁判官、バレット裁判官が賛同）45。

として校長が無断でその記事が含まれるページを削除

したことの合憲性が争われた。連邦最高裁判所は、「基

本的な教育的使命に一致しない生徒の言論」に関して

「表現の仕方が不適当であるか否かを決定すること」

を学校の裁量権の範囲内であるとした31。そして、ティ

ンカー事件と事案が異なるため32、ティンカー基準の

適用を否定し33、学校主催で生徒表現を普及する場合

には、学校の行為が「正当な教育的関心に合理的に関

連するか」の基準が適用されるとした。結局、校長の

行った編集上の規制は、正当な合理的教育上の関心に

基づいており、修正第１条に反せず権利侵害は存在し

ない34、と結論を下した。

　第４のものは、2006年のモース事件連邦最高裁判所

判決35である。この事件は、学校に隣接した路上にお

ける校外学習のときに違法薬物の使用を唱導する意味

に解釈できる“BONG HiTS 4 JESUS”と書かれた

横断幕を掲げた生徒を停学としたことの合憲性が争わ

れた。連邦最高裁判所は、本件の生徒表現は学外にお

けるものであるが、学校管理下の生徒たちに向けて行

われたことから学内表現として扱い、生徒の薬物乱

用の防止の政府や教育委員会の利益を認めた36。さら

に、それらの利益と本件の違法薬物の唱道と解するこ

とができる生徒の表現を制限することとの間の合理的

関連性を検討した。その結果、本件のような場合学校

に生徒の表現を制約することが認められる37、と結論

を下した。

３．学外生徒表現に関する下級裁判所の判決

　モース事件判決は、生徒にインターネットが普及し

た後に連邦最高裁判所が初めて取り扱うこととなった

ものであるため、学外生徒表現に対する方針が示され

ることが期待された。しかし、判決では学外生徒表現

についての明確な指針が示されなかった。その後も

2021年にマハノイ事件連邦最高裁判所判決38が下され

るまで、連邦最高裁判所の指針がない状態が続いた。

そのため、下級審判決が分裂し、研究者の間でも様々

な見解が主張されてきた39。

　下級裁判所や研究者は、主に学校キャンパスとの関
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ｄ「混乱を防ぐ学校の利益」（ティンカー基準）：当該

表現が学校活動及びチアリーディング部の取り組み

に対して漠然とした懸念以上のレベルを満たしてい

ないこと51である。

　結局、連邦最高裁判所は、学校がB.L.の修正第１条

の権利を侵害したと結論付けた52。

マハノイ事件連邦最高裁判所判決はティンカー事件判

決を修正したのか？

　第３章で述べたように生徒表現に関して連邦最高裁

判所は、マハノイ事件までにティンカー事件ほか４つ

の事件について判断を示してきた。マハノイ事件は学

校のカリキュラムや行事と無関係な生徒表現に対する

学校の規制に関する事件という点でティンカー事件と

共通点を有するが、１審、２審及び連邦最高裁判所とで

ティンカー基準の適用について意見が分かれている53。

　ティンカー事件判決は、①生徒の人権享有主体性を

認め54、②学校環境の特性に照らして修正第１条を適

用する55ものとし、③「物理的または実質的妨害を含

む、授業を混乱させるか、もしくは他者の権利を侵害

する」生徒表現は制限が認められるという基準（ティ

ンカー基準）で、違憲判断を行うという判断枠組みで

ある。マハノイ事件連邦最高裁判所判決がティンカー

事件判決を変更したのかを考えるためには、先に述べ

た生徒表現に関する連邦最高裁判所の他の３つの判決

との関係も関わってくるため、５つの事件と判決の特

徴を整理する。

１．５つの事件と判決の特徴

　５つの事件と判決の特徴を単純化して整理すると下

の表のようになる。

事件名 表現の性格 表現媒体 学校環境 違憲審査

ティンカー事件 政治的な象徴的表現 服装 登校時の校門 厳格

フレイザー事件 わいせつ表現 演説 校内演説会（講堂） 緩やか

ヘイゼルウッド事件 教育目的を逸脱した表現 学校新聞 学校新聞の執筆・編集時 中間

モース事件 違法な薬物使用を唱導する表現 横断幕 校外学習時の隣接道路上 緩やか56

マハノイ事件 侮辱的表現を含む学校への不満 SNS 土曜日の学外で知人限定 ？

　ティンカー事件判決で学校が学内生徒表現を規制す

る特別な利害を有していることを示したが、生徒表現

を規制する権限を学校に付与する特性は、表現が学校

外で行われても必ずしも常に消滅するとは限らない46。

　しかし、学外生徒表現の次の３つの特徴によって、

修正第１条が学校の特性に照らして付与する裁量の範

囲が縮減するとした。その３つの特徴とは、

①学外の生徒の会話には学校が親代わりの立場に滅多

に立たないこと、

②学外表現の規制が学内表現の規制と連動する場合に

は、発信者たる生徒の観点からすると１日中発信す

るすべての表現に及び、生徒がまったくそのような

類の表現をできなくなってしまう可能性があるの

で、裁判所は懐疑的であるべきこと、

③公立学校は民主主義の保育園であるため、学校自体

は特に表現が学校外で行われるときには生徒の人に

嫌われる表現を保護することに利益を有しているこ

とである47。

　そして、B.L.の表現について以下の点を検討した結

果、規制するための「学校の利害」の程度が低いもの

と認定した。

ａ表現内容の特徴：表現に修正第１条の保護の範囲外

とする特徴が含まれていないこと48、

ｂ表現に関する学校の利害を減少させる事由の存在：

放課後に学校外から発信したこと、学校を特定した

り、学校コミュニティの構成員を侮辱したりする表

現ではないこと、個人的な知人に対する限定的な聴

衆への発信であること49、

ｃ当該表現に対する学校のルール及び姿勢：学校が授

業外で下品な言葉を使用することを一般的に禁止し

ていないこと50、
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る点でブラック裁判官と異なる。裁量権の基礎を連邦

憲法の法秩序下の具体的な法に求める61点で、部分社

会論ではなく裁量論による分析に踏み出したと言えよ

う。マハノイ事件においてトマス裁判官も同様の論を

展開している62。

　では、マハノイ事件判決のブライヤー裁判官の法廷

意見は、どうであろうか。彼は、「学校環境の特性」

の１つとして「親の信託」が含まれるとしたうえで、

修正第１条と学校裁量の衝突の調整の判断を行ってい

る63。学校の裁量権の基礎を親の信託論と公教育制度

の二層制の観点からこの見解を見ると、親の教育権に

基づく信託が憲法及び州法を介して学校に裁量権が付

与され、「学校環境の特性」「学外生徒表現の特性」に

よってその範囲が調整されている。そして、学外生徒

表現については親の信託が通常存在しないため、いか

なる場合に「学校の使命」に基づく学校の裁量権が追

加的に認められるのかの問題となると考えている。そ

れを「学校の利害」という概念で判断しているのであ

る。結局、本件を裁量論で考えているといえよう。

　他方、アリト裁判官の親の同意の推論に基づいて判

断するという見解は、憲法を頂点とする法秩序から親

の教育権と生徒の表現の自由により、学校の裁量権の

範囲が画されと考える。憲法秩序内における公教育関

係における親の同意の合理的意思解釈の問題として、

学校に付与される裁量の範囲を統制することが考えら

れているといえよう。

３．学外生徒表現の制約根拠

　ティンカー事件判決では、どこまで学外生徒表現に

学校の裁量が及ぶのかが問題となっていなかったた

め、学校の裁量が学外に及ぶ限界を論じていない。マ

ハノイ事件では、学外生徒表現に学校の規制を及ぼす

ことができるのかを論じる必要があったので、まず学

校における生徒の人権制約の根拠を論じている。

　アメリカにおいて一般的に子どもの人権制約を正当

化する根拠については、親による信託論、ポリス・パ

ワー及びパレンス・パトリエ（parens patriae）が議

論されている64。

　このように整理するとマハノイ事件は、学校の学外

生徒表現に対する規制であるのでフレイザー事件判決

のような合理性の基準やティンカー基準を単純に適用

することもできなった。しかし、当該生徒表現が侮辱

的表現を使用しているにもかかわらずティンカー基準

という厳格な基準を適用している57。

　では、マハノイ事件連邦最高裁判所判決の法廷意見

は、どのような意図をもってティンカー基準を適用し

たのであろうか。それには判決の文脈から考える必要

がある。

２．学校の特殊な法律関係と連邦裁判所による司法統制

　学校当局と生徒の関係は、教育を受ける権利を有す

る権利者とそれを保障する責任を負う国家（州）の関

係にある58。学校と生徒・親を取り巻く特殊な法律関

係に基づいて学校に何らかの裁量権があるとされた場

合（次節で検討）、かつて教育に関する争訟は連邦裁

判所で扱われなかった（前章第１節参照）ように学校

当局の裁量権の行使に対して、連邦裁判所が司法統制

を及ぼしうるかの問題がある。

　ティンカー事件におけるホワイト裁判官の法廷意見

は、州及び学校当局の基本的な憲法上の保障条項と矛

盾しない指導管理のための包括的な権限の行使を認め

る必要を強調してきたが、本件は「修正第１条の権利

を行使している生徒が、学校当局の規則と衝突する領

域にある。」と述べている59。これは、日本でいう裁

量論である。

　ティンカー事件判決の反対意見でハーラン裁判官

は、ブラック裁判官の見解を基礎において学校当局に

自主自律性を認める一方で、連邦憲法秩序との整合性

を図るため制約が「学校の正当な関心に基づくか」に

よる動機の審査に服するとした。学校当局に自律性を

認める点でマハノイ事件におけるトマス裁判官と同様

である。彼らの見解は、司法審査に服するという点で

日本でいう特別権力関係論ではない。では、学校の自

主自律性を認めているので日本でいう部分社会論60を

採用しているのであろうか。ハーラン裁判官は、連邦

憲法の適用が州の教育法秩序と調整される必要を認め
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の事件において生徒表現の性質及び学校と生徒の間の

具体的な関係の分析の中で具体化されてきたといえよ

う。

「学校環境の特性」と「親による信託」「親の同意」　

学内生徒表現に対しては「学校環境の特性」が前述の

ようにいえるとしても、学外生徒表現の規制について

は、なぜ学校の敷地外や授業時間外にまで学校の生徒

表現を規制する裁量権が及ぶのか問題となる。その解

決には、学校と生徒をめぐる具体的な法律関係の更な

る検討が必要となる。

　マハノイ事件において連邦最高裁判所は、具体的内

容の検討に入る前に学校当局による生徒の人権に対す

る規制が正当化される根拠について次のように議論し

ている。

　ブライヤー裁判官は、法廷意見の中で「学校環境の

特性」の１つとして親による信託論が位置付けられ

ると述べた75。これは、ブラックストーンの見解（W. 

BLACKSTONE, COMMENTARIES ON THE LAWS OF ENGLAND 441 

（1765））に依拠しながら、学校当局は親の黙示の信

託により生徒が学校にいる間は親の権限を全面的に行

使できるというものである。アリト裁判官は、同意意

見（ゴーサッチ裁判官賛同）の中で「学校環境の特

性」による生徒の人権制約を肯定しつつも、その根拠

を親による信託論ではなく、公立学校の権限行使に対

する親の同意の推論に求めた76。これらに対し、トマ

ス裁判官は、反対意見の中で親による信託論の法廷意

見に一般論のレベルでは賛成するものの、ティンカー

事件判決を修正第14条が採択された際の歴史を誤った

ものだと否定し、公立学校が生徒を懲戒する権限は生

徒が学校にいる間は全権に近いものであるが生徒の帰

宅後には弱くなる。しかし、登下校時の表現や行動、

生徒が学校環境に危害を加える「直接的かつ差し迫っ

た傾向」がある学外表現や行動にも拡大されると述べ

た77。

　アリト裁判官とゴーサッチ裁判官を除くアメリカ連

邦最高裁判所の裁判官は、親による信託論を重視して

いる。それは、「義務教育の制度原理として、現行法

制上、『就学義務』に代えて、親の側に『学校に代わ

　問題はいかなる状況下で政府（州及び学校区）の介

入が許されるかである65。

「学校環境の特性」と「学校設定の場の特性」　ティ

ンカー事件において連邦最高裁判所は、学校内でも

生徒の修正第１条の権利が保障され、「学校環境の特

性」に照らして適用されると述べたが66、「学校環境

の特性」の内容を明らかにしなかった67、68。その後、

連邦最高裁判所は、直接生徒表現に関するわけではな

いがピコ事件で、情報と思想を受領する生徒の権利は

「学校図書館の特性」を考慮して保障されると述べた

69。また、フレイザー事件で、「公立学校の生徒の憲

法上の権利が、異なる背景（setting）において大人

の権利と自ずから同一の範囲ではない70」と述べて、

大人と生徒の人権保障の範囲の相違は「異なる設定

（setting）の場」の特性すなわち「学校環境の特性」

及び「学校設定の場の特性」に根拠があることを述べ

た。さらに、モース事件判決は、パブリック・フォー

ラムであれば認められる内容の表現であっても、学校

管理下の活動中では「学校環境の特性」のほか議会及

び教育委員会の方針に反映された「政府の利益」を根

拠に生徒の言論を制約しうることを認めた71。

　フレイザー事件判決以降ヘイゼルウッド事件判決及

びモース事件判決で「学校設定の場の特性」が生徒表

現を規制する根拠として使用されている72が、「学校

環境の特性」とどのように異なるのであろうか。

　フレイザー事件判決で、授業又は学校集会などの

学校の設定（以下「学校設定73」という。）した「場」

においてどのような言動が不適当かを決定すること

は、憲法上禁止されておらず教育委員会の責任である

と述べる74。このように、「学校設定の場の特性」とは、

生徒の表現活動を含む活動範囲を制限するルールが適

用される「場」を学校が設定し、生徒の権利はそれに

よって制限されると考えられている。「学校設定の場

の特性」は、ティンカー事件判決が創出した「学校環

境の特性」の具体化の１つとして位置付けられ、学校

の裁量が広く認められる領域といえる。

　以上のように、ティンカー事件判決で創出された「学

校環境の特性」という生徒表現の制限根拠がそれぞれ
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覆した過ちを犯している。また、親代わりの法理によ

り、学校はほとんど制限されることなく、校則を制定

し、授業を管理することができることが歴史的に認め

られている84。「公立学が通常の州の関係者としてで

はなく、親から委任された代理人として運営されてい

るという背景の法原則」により、学校は修正第１条が

他の政府関係者に課した制約から解放されていると述

べる85。すなわち、学校は親から信託を受け、その結

果学校内では生徒に人権が認められない、又は、州の

定める範囲内で生徒は学校の包括的な支配に服すると

している。日本でいう部分社会論に近似しているよう

にみえる86。

　ブライヤー裁判官の考え方は、学内においては親の

信託を根拠に学校の自律的なルールを尊重し、学外に

おいては学校の使命から導かれる「学校の利害」を根

拠に例外的に自律的なルールが及びうると判断してい

るように見られる。その点で、日本でいう部分社会論

的な立場を採用していると思われる。他方、アリト裁

判官の考え方は、公教育制度の基底的原理をなす親の

教育権からアプローチし、裁量権論から判断したもの

と考えられる。

　いずれの見解によるべきなのであろうか。公教育制

度は、親の教育権を基層としてその上に公教育制度が

築かれている87。学校が生徒表現を規制する場合、何

らかの根拠に基づく必要がある。親による信託論は、

「学校の特別な必要」でその委任範囲を画する。他方、

親の同意の推論は、委任の範囲が「（家庭教師又は学

校長が）雇用された目的」に依拠する88ので、より明

確な根拠を要求することにつながり生徒の自由を可能

な限り制限しない方向で運用されるのではないかと考

えられる。いずれのアプローチによるにせよ、少なく

とも教育について親の明示的な同意が得られていない

事柄や法律上期待される学校の教育的使命から導くこ

とができない規制は根拠を欠き認められないというこ

とができる。

る私教育の自由』＜私教育による教育義務の履行＞を

法認していることに表れているように、『親の教育権・

私教育の自由の伝統』が根強い」ことが理由にあげら

れる78。室井力教授が「教育上必要な命令そのものに

内包される自由の制限は、法令に違反しない限りにお

いて、契約によって授権せられているものと解すべき

であろう79」と述べるように、学校による生徒の人権

規制は在学契約が基礎となると考えられる80。この点

に関しては、アメリカ連邦最高裁判所の各裁判官の意

見と類似しているといえる。

　これに対し、アリト裁判官は公立学校には私立学校

のような明確な契約がないため、公立学校の権限行使

に対する親の同意の推論と構成する81。親の信託論と

親の同意の推論との間にどのような違いがあるのであ

ろうか。親の同意の推論は、親の信託論が基礎として

いるブラックストーンの見解に対して①義務教育制

度では親の任意の信託がなく調和しないこと82、②ブ

ラックストーンは学校当局が教育上の責務を果たすの

に必要な限りで親の権限の一部を行使しうるとしか述

べていないといった批判があること、③そもそもこの

理論が教育権限全般ではなく生徒の非行に対する合理

的な体罰の正当化事由として伝統的に引用されてきた

ものにすぎないという批判があること83を踏まえてい

るものと思われる。

　では、親の信託論と親の同意の推論の法律構成とは

どのような違いがあるのであろうか。親の信託論は契

約の存在を擬制するため信託の範囲があいまいとな

る。そのため、論者の解釈によって最大生徒の権利全

体に包括的に及ぶことまで許してしまう。それに対

し、親の同意の推論では、黙示の同意部分の推論を許

す点であいまいな範囲があるとはいえ、少なくとも親

の明示の意思に反するところまでは同意の範囲が及ば

ないため、学校の裁量がより限定的であり範囲が明確

である。

　これらの見解に対しトマス裁判官の見解は、親の信

託論を基礎として学校共同体内の自律性から論じられ

ている。トマス裁判官は、ティンカー事件判決が親に

よる信託論の伝統的な法理に基づく学校教育の体制を
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よって直接外部から統制することが考えられている。

表現の自由の核心からの距離と正当化理由の強度　学

校当局に生徒表現の規制について裁量権が認められる

場合、どの程度許されるのであろうか。規制の対象と

なった生徒の表現が人権規定の核心部分なのか周縁部

分なのかによって、裁量権の行使に対する違憲審査に

どのような影響を与えているかを見る。

　アリト裁判官がモース事件における同意意見でこの

問題の解決策を示している。もし、学校当局に「教育

的使命」に基づく見解の相違による規制を認めると、

「修正第１条のまさに核心を脅かす」93ことになる。

なぜなら、学校当局には「民主主義の保育園」として

多様な見解の存在を尊重すべきことが求められるた

め、たとえ不人気であろうとも見解を規制する「場」

を憲法上設定してはならないのである。さらに、彼は

マハノイ事件の同意意見において、「学校、学校管理

者、教師、または学友を明示的かつ具体的に対象とせ

ず、政治、宗教、社会関係のようなデリケートなテー

マを含む公共の関心事を扱う生徒の表現」は、「憲法

修正第１条の保護の核心である」とし、学校の規制根

拠となる利害から希薄な関係であると述べて、学校の

裁量の幅を狭めて学校の規制権限を越えるカテゴリだ

とする94。

　では、マハノイ事件のB.L.の表現は、侮辱的な表現

方法を用いた学校への不満であって、ティンカー事件

のように政治的意見の表明ではないが、どのように扱

われたのか。

　こうした表現について、ベル対イタワンバ学区事件

が本判決の直前に判決を下されている。この事件は、

女生徒に対する教員のセクシュアル・ハラスメントを

摘発する内容をラップ音楽にしてインターネット上に

アップロードしたことでその生徒を懲戒したことの合

憲性が争われたものである。第５巡回控訴裁判所は、

歌詞の中の教師を銃で撃つことを示唆する部分が教師

に対し脅迫的であることから、学校当局が当該生徒を

懲戒したことを合憲と判示した95。他方、マハノイ事

件においてブライヤー裁判官は、「表現の自由に対す

るB.L.の権利を克服するには、良いマナーを教えると

４．学校裁量の憲法的統制

学校の裁量の範囲と修正第１条　ティンカー事件判決

は「学校環境の特性」に照らして修正第１条を解釈適

用するという枠組みを示したが、「学校環境の特性」

と修正第１条とはどのような関係にあると考えるべき

なのか。

　ティンカー事件判決の法廷意見は、学校教育制度の

特殊性が司法審査において学校裁量の尊重を前提とす

るとしても連邦憲法に基づく人権の保障によって調

整されることから、「学校環境の特性」に照らして生

徒に修正第１条の権利が保障されるとした89。ティン

カー事件判決は、学校当局の判断の基礎を審査し、当

該懲戒処分が裁量権を「踰越」し違憲とした。このこ

とは、修正第１条による生徒の人権が、包括的とされ

る学校の裁量権の範囲を外から画する機能を果たした

ものといえる。

　では、マハノイ事件の連邦最高裁判所判決はどうで

あろうか。

　ブライヤー裁判官は法廷意見において、学校が学校

外の生徒表現に「特別の利益」を有する場合には学校

の裁量が学校外に及ぶとし、学外生徒表現の特徴に照

らして裁量の範囲が減少すると考えている90。学外生

徒表現については親による信託が滅多に及ばず学校の

裁量が限定的であることから、そのような特徴を含む

「学外生徒表現の特性」という概念を創出し「学校の

利害」の存在を足掛かりとして裁量の範囲が「付加

的」に認められるかを判断した91。ここでは、修正第

14条で保障される親の教育の自由から発した信託によ

り学校裁量を基礎づける機能を果たすとともに、修正

第１条で保障される生徒の表現の自由と親の教育の自

由が学校裁量の範囲を外部から画する機能を果たして

いる。なお、同意意見においてアリト裁判官は、「公

立学校による学外生徒表現の規制は別の問題」だと学

内生徒表現の判断枠組みがここでは使用できないこと

を明言した上で、学校の裁量の程度は「表現の性質と

それが生じた状況による」と述べている92。明確な在

学契約のない法律関係と考える立場から、学校当局の

裁量権の行使を親の教育の自由や生徒の表現の自由に
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日本で学外生徒表現の規制をどのように憲法判断する

べきか

　先述のとおりアメリカの教育制度と司法制度との関

係は、日本におけるそれとは法制度的にも歴史的にも

大きく異なる。そうであっても、学校における裁量権

の根拠の議論において日本でも共通するものがあるな

ど参考とできることもあるのではないかと考える。

　例えば、学校の教育課程と無関係な学外生徒表現に

対して学校にどこまで規制する権限が認められるのか

について、マハノイ事件の法廷意見の裁量権の審査の

方法はどうであろうか。

　同事件の連邦最高裁判所法廷意見の辿った審査方法

は、明確な違憲審査基準が定立されていない事件に対

する違憲審査方法としては参考になるであろう。

　また、アリト裁判官が論じた親の同意の推論の考え

方は、親の教育権と学校の教育方針が対立する場面や

学校管理下ではない学外の生徒の行動に対する学校の

規制の裁量権の範囲を明確に画する理論的根拠として

も一考の価値がありそうである。

おわりに

　マハノイ事件とティンカー事件やそれに続く学内生

徒表現に関する連邦最高裁判所の判決を対比すること

によって、マハノイ事件判決がティンカー事件判決を

変更するものではなく、一定の条件のもとに学外生徒

表現にもティンカー基準が適用可能であると判断した

ことを確認した。そこで取られたアプローチを整理す

ると、「学外生徒表現の特性」という新たな概念を創

設し、学校に学外生徒表現について「特別の利益」が

ある場合、当該生徒表現が修正第１条の核心か否か、

どのような媒体によるいかなる表現態様なのかを評価

し、次に規制についての学校裁量が正当であるかを学

校裁量の根拠からその範囲を画すること、さらに、学

校の特別な利益と生徒表現の性質の側面に応じて裁量

権の正当性を審査し、規制が正当化される場合であっ

ても、生徒表現の性質及び態様に応じて要求される十

分な正当化の強度を有しているのかが検討されている

ことが確認できた。これらの点は、単に学外生徒表現

いう学校の利害では十分ではない」96とフレイザー事

件判決が適用されないとし、さらに「ティンカー事件

判決の厳しい基準を満たしていない97」とティンカー

基準を適用して厳格に審査している。これは、B.L.と

ベルの表現はともに私的な時間・空間に存在する点で

共通する。しかし、ベルの表現は脅迫的で保護されな

いカテゴリに属するのに対し、B.L.の表現は私的な時

間・空間では取り締まりの対象とならないというカテ

ゴリに属する。この表現の修正第１条の核心からの距

離の違いが影響したものと考えられる。

４．マハノイ事件判決の位置付け

　マハノイ事件におけるブライヤー裁判官の法廷意見

は、学校環境の特性に応じて修正第１条を適用すると

いうティンカー事件判決の判断枠組みを維持したま

ま、「学外生徒表現の特性」という新たな概念を介し

て、裁量権の行使の正当性を検討している。このよう

に見ると、ブライヤー裁判官の法廷意見は、ティンカー

事件判決を変更したわけではないがそれを学外生徒表

現に単純に適用できるものでもないと考えているとい

える98。その点で、ティンカー事件判決に一定の学外

生徒表現という限定された領域への適用の可能性を加

えたものと評価できる99、100。

　２審で論じられたように、ティンカー事件判決を学

外生徒表現に無制限に適用してゆくことには疑問があ

る101。その意味で、いずれの裁判官の意見も審査の冒

頭において学校環境の特性に含まれる規制根拠からそ

の裁量権の範囲に限定を加えることが行われていると

みることができよう102。しかしながら、ブライヤー裁

判官の法廷意見やアリト裁判官の同意意見は、何を学

外生徒表現とみなし、学内生徒表現に関する修正第１

条の基準がいかなる場合にいかに学外のルールに譲歩

しなければならないのかという学外生徒表現に関する

一般的なルールの定立までは至らず、今後の裁判所の

判断に俟つところとなっているとみるべきである103。
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